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島根県

島根県では、平成12年度の厚生科学研究事業「長期入院者の在宅支援推進事業」「精神
障害者の在宅支援ネットワークの構築に関する企画研究」を皮切りとして、平成19年度か
ら「島根県精神障害者地域生活移行支援事業」を、平成23年度からは県内2圏域において
「精神障がい者アウトリーチ推進事業」、平成26年度からは二次圏域の地域性に応じた地
域生活支援事業として、全県的に取組んでいる。

また、平成３０年度から2カ年は、県が１市町村を選定し、市町村－圏域ー県が有機的
に連携することを目的に市町村における協議の場の設置に向けて支援を行った結果、医療
機関が主体的に取り組む動きが現在も継続している。今後は好事例として県内に普及する
こととしている。

二次医療圏域の特徴をふまえた地域生活へ
の移行をめざして

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業
「自治体状況共有」シート
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島根県

１ 県又は政令市の基礎情報

基本情報（都道府県等情報）

島根県

主な取組内容

【会議】
・県、各圏域における会議の開催
・市町村における協議の場の設置に向けた支援

【人材育成・多職種連携支援体制】
・研修企画検討会の開催
・全県研修会の開催
・圏域研修会の開催

【ピアサポーターの活用】
各圏域におけるピアサポーターの養成及び活用

【その他、精神障がい者の地域移行の取組】
・精神科訪問看護を通じた地域移行の推進
・圏域の特性に応じた事業の展開

障害保健福祉圏域数（R2年4月
時点）

7 か所

市町村数（R2年4月時点） 19 市町村

人口（R２年８月時点） 667,726 人

精神科病院の数（R2年4月時
点）

15 病院

精神科病床数（R2年4月時点） 2,259 床

入院精神障害者数 合計 1,938 人

（R元年6月30日時点） ３か月未満（％：構成
割合）

431 人

22.2 ％

３か月以上１年未満 323 人

（％：構成割合） 16.7 ％

１年以上（％：構成割
合）

1,184 人

61.1 ％

うち６５歳未
満

403 人

うち６５歳以
上

781 人

退院率（Ｈ２９年６月時点）

入院後３か月時点 70.3 ％

入院後６か月時点 84.9 ％

入院後１年時点 88.7 ％

相談支援事業所数
基幹相談支援センター

数
６ か所

（R２年９月時点） 一般相談支援事業所数 52 か所

特定相談支援事業所数 97 か所

保健所数（R２年４月時点） 7 か所

（自立支援）協議会の開催頻度
（R1年度）

（自立支援）協議会の
開催頻度

1 回／年

精神領域に関する議論
を

行う部会の有無
有

精神障害にも対応した地域包括ケ
アシステムの構築に向けた保健・
医療・福祉関係者による協議の場
の設置状況（Ｈ３１年３月時点）

都道府県 有 1 か所

障害保健福祉
圏域

有 7 ／ 7 
か所／障害圏

域数

市町村 有 5 ／ 19 
か所／市町村

数
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2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

島根県

●検討組織
（1）島根県障がい者自立支援協議会退院支援部会（島根県精神障がい者地域生活移行・地域

定着支援検討会）
（2）精神障がい者地域生活移行・地域定着支援圏域会議（各二次医療圏域）
（3）自立支援協議会等（各市町村）

●検討内容
（1）多職種協働の支援体制づくり
（2）関係機関における協議の場の醸成
（3）長期入院患者の地域移行強化事業の推進 他

●令和元年度の取組概要
（1）多職種協働による地域移行の強化を目指した関係者研修会
（2）現状分析、協議会の醸成に向けたデータ活用研修会
（3）ピアサポーターの活用事業の見直し
（4）普及啓発事業

二次医療圏域の保健所が中心となって、市町村や医療機関、地域活動支援センターや相談
支援事業所等の関係機関等が顔の見える関係づくりがすすむよう意見交換や研修会を開催

（5）当事者及び家族会等の自主的活動を通じた普及啓発事業
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島根県

3 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

年 度 取組の経緯

平成12年度～14年度 厚生科学研究事業「長期入院者の在宅支援推進事業」（出雲保健所）

平成15年度～17年度 厚生科学研究「精神障害者の在宅支援ネットワークの構築に関する企画研
究」（出雲保健所）

平成19年度 地域移行推進モデル事業

平成20年度 精神障害者地域移行支援特別対策事業

平成21年度～24年度 地域体制整備コーディネーター配置

平成22年度～26年度 精神障害者地域移行・地域定着支援事業

平成23年度～25年度 精神障害者アウトリーチ推進事業（出雲圏域、浜田圏域）

平成23年度～ 精神障がい者の参加による地域住民との交流事業

平成26年度～ 障害者総合支援法地域生活支援事業として、二次医療圏の特性を生かした
圏域の取組を強化

平成30年度～

令和元年度～

各圏域が各市町村の協議の場の設置に向けた支援を開始
（県はパイロット的に、１市に対する支援を開始）

島根県精神科病院医療連携促進事業・クロザピン治療支援事業の検討
（令和2年度～開始）
ピアサポーター等活用事業見直しワーキングの開催（3回）
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島根県

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に資する取組の成果・効果

＜R元年度までの成果・効果＞

課題解決の達成度を測る指標 目標値
（H30年度当初）

実績値
（H30年度末）

具体的な成果・効果

①長期入院患者の減少 1,173人 1,184人
（R元･6 時点）

・協議会の開催（県、各圏域）
・地域移行研修の開催（県３回、各圏域）
・精神科病院との検討会の実施（各圏域）
・個別ケース検討会の実施（各圏域

・クロザピン治療連携体制の整備に向けた検
討会の実施（３回）

②市町村における協議の場の設置数の増加 ３市町村 ５市町村 ・新精神保健福祉資料活用研修の開催
・市町村担当者会議の開催
・益田圏域の取組普及研修の開催

③再入院率の低下（退院後１２か月時点） 41.3％以下 40％
（直近H29年
度）

・措置入院患者の退院後支援研修会の開催
・①の実施（再掲）
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島根県

５ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題

【特徴（強み）】
■ 約１０年前から県、圏域で協議の場を設置しており、特に圏域においては保健所が中心となり、地域の特性に応じた取組が展開

できる体制にある。
■ 近年、早期に退院ができる取組が定着しており、結果が出ている。

課題解決の達成度を測る指標 現状値
（令和元年6月）

目標値
（令和２年度末）

見込んでいる成果・効果

① 長期入院患者数 1,184人 1,130人 地域移行の強化

② 市町村の協議の場の設置数 5市町村 9市町村 地域基盤の充実

③ 再入院率（退院後12ヵ月時点） 40％（H29年度） 維持 地域基盤の充実

課題 課題解決に向けた取組方針 課題・方針に対する視点別の認識（取組）

地域移行の強化による長期入
院患者の減少

■個別・集団支援の特徴を生かしたピアサポーター
活動の推進
■クロザピン治療の体制整備

■病院の取組の好事例を横展開できるための仕組
みづくり

行政側 検討会の開催等、予算確保

医療側 検討会への参加、連携事業の有効活用

事業者側 検討会への参加、ピアサポーター活動支援

関係機関・住民等 検討会への参加、当事者意見の提示

地域定着にむけた取組の強化
■市町村の協議の場の設置と、協議の場の醸成
■圏域好事例の普及

行政側 検討会の開催、研修会の開催

医療側 検討会等への参加等

事業者側 検討会等への参加、研修会の開催等

関係機関・住民等 検討会等への参加等
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島根県

６
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
今年度の取組スケジュール

時期（月） 実施する項目 実施する内容

R２年４月～

６月～３月

５月～３月

通年

■クロザピン治療支援事業
■精神医療連携促進事業

■県内好事例の普及

■市町村の協議の場の設置と
協議の場の醸成

■その他

両事業を要項に基づき、事業開始
※実施期間 令和2年度～令和5年度

横展開に向けた報告会の開催（１月、２月）
研修会の開催（複数回）

市町村担当者会議等の開催（各圏域毎）

例年実施の事業については引き続き行う
(協議会、研修会、ピアサポーター活用、啓発等）
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